
34,500 249,500

目標達成率　（％） － 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　地域の健康づくりに関連する組織と一般市民による委員により、当市の健康づく 　当該委員会委員は、医師会、歯科医師会、薬剤師会、
りに関する協議をする場があることは重要であるため、年２回開催を継続する。		 保健所の他、地域の健康づくりに関連する組織と一般市
								 民から構成され、健康課事業と共に、市健康増進計画「
										 わくわく健康プラン東くるめ（第２次）」の推進体制に
										 ついて、検討・助言をいただいている。また、委員から

は様々な助言だけでなく、事業への積極的な協力が得ら
れている。
　今後も地域で健康づくりを推進するために継続してい

効率性 ３ 達成度 ３ く。									
									

説明
									

　市健康増進計画（第2次）に基づいて協議会運営を今後とも適正に行っていく。 									
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(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100201 健康づくり推進協議会事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）健康増進法

（市）東久留米市健康づくり推進協議会設置要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

健康づくりを推進するための関係機関・団体・市民代表からなる１４名の委員
対象

事業内容 健康づくりに関連する組織からの代表と一般市民から構成される協議会で年２回開催。

・

活動手段

目的 市民の健康づくりの啓発及び各種事業の推進、健康づくり計画の調整・協議

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 開催回数 単位 回

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

2 2 2

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 課題が協議され、合意を得た割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ‐ 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 182 204 230

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 182 204 230

人件費（理論値）②　（千円） 227 265 269

トータルコスト①＋②　（千円） 409 469 499

単位当たりコスト　（円） 204,500 2



1

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 3,877 3,071 1,793

人件費（理論値）②　（千円） 8,248 7,700 8,711

トータルコスト①＋②　（千円） 14,613 11,667 11,465

単位当たりコスト　（円） 298,224 307,026 220,481

目標達成率　（％） － 111 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　市健康増進計画（第2次）に基づいた取組みであり、健康づくり推進員と協働で 　平成２８年度は、第２次計画の新たな推進体制として
活動する現在の体制を、今後も継続していく必要がある。										 「東くるめわくわく元気ｐｌｕｓ＋」事業を推進員とと
										 もに構築した。
										 　また、推進員の人財育成としての学習会や、継続取組

みである「わくわく禁煙キャラバン」を全小学校へ実施
した。
　課題としては、第２次計画に沿って計画の推進。市民
にとって身近な健康づ

　

くり推進員を増やして

平

いく。

効率性 ５ 達成度
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29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100202 わくわく健康プラン推進事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）健康増進法　

（市）健康増進計画、東久留米市健康づくり推進協議会設置要綱   

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (各市の実施内容、体制は違う )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民
対象

事業内容 健康づくり推進部会を開催し、健康づくり推進員（推進員）の人財育成と共に、推進員による取組みを企画・運

・ 営している。

活動手段 ・推進体制として東くるめわくわく元気ｐｌｕｓ＋等の取り組みを通して、健康づくりを市民に広める

目的 推進員活動等を通して、市民の健康意識を高める。

・ 市民一人ひとりの健康づくりとそれを支える地域社会づくりを目指す。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 部会および活動開催回数 単位 回

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

49 38 52

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 推進員および取組み参加者のうち「健康づくりを意識した」と思う割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ‐ 90 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 6,365 3,967 2,754

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 2,488 896 96



,539 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 1,345

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 881 2,849

人件費（理論値）②　（千円） 0 11,122 9,578

トータルコスト①＋②　（千円） 0 16,542 13,772

単位当たりコスト　（円） － 80,693 10,887

目標達成率　（％） － 100 93

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　平成２９年１月に発足した本事業は、一定平成２９年度に事業の基礎を構築でき 　市の主要施策として位置づけられている新規事業とし
たと認識している。 て平成29年1月から開始。気軽にできる健康づくりとし
　今後は現在までに築き上げた事業内容をベースに、更なる事業の習熟に向けた検 て市民が取り組み、健康意識を高めることにつながって
討をしていく。										 いる。
										 　課題としては、引き続き、市民に広く周知し、元気ｐ
										 ｌｕｓ＋に取り組む市民を増やす
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新規/継続

事務事業名 100203 東くるめわくわく元気ｐｌｕｓ＋
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （市）健康増進計画

（市）まち・ひと・しごと地域創生総合戦略

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (実施方法は各市違う )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

１８歳以上の市民、在勤者、在学者
対象

事業内容 シートで2週間の健康づくりの取組みと健診受診などボーナスポイントをためて申請すると、市内店舗で利用で

・ きるお得なカードを発行。生活の中で気軽に楽しく健康づくりに取り組むことができる仕組みにより市民の健康

活動手段 意識を高めていく。

目的 市内産業と連携し、市民が｢お得に｣｢楽しく｣健康づくりに取り組む仕組みをつくることにより、健康無関心層も

・ 含めた市民の健康意識を高める。社会貢献および社会参加も促していく。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 カード申請数 単位 枚

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

‐ 205 1,265

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 アンケート回答者のうち、健康づくりを意識して行った人の割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 85

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ‐ 85 85

実績値 ‐ 85 79

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 0 5,420 4,194

国 0 4



余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　生活習慣病予防は重要であるため、母子保健事業との連携により子育て中の若い 　体験型の病態別教室で、専門職（管理栄養士・保健師
世代も参加できるよう保育付を継続。 ）が生活習慣改善の具体的内容を伝えている。参加者自
										 身が目標設定して取組み、生活習慣改善実践につながっ
										 ている。
										 　しかし本事業は参加者が少なく、働く世代が参加しや

すいよう、平成29年度では土曜開催を試みている。
　									
									

効率性 ２ 達成度 ３ 									
									

説明
									

　平成29年度は、正規職員の管理栄養士が産休・育休で不在だったため、報償費（ 									
管理栄養士）で対応し事業費が増加している。 									

									
									
										
										
										

　平成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100204 健康セミナー事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）健康増進法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民
対象

事業内容 生活習慣病予防に関する病態別講座と調理実習を１コース２回で開催。

・

活動手段

目的 市民が生活習慣病予防について正しい知識を持つことで、健康づくりに取り組むきっかけとなる。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 開催回数 単位 回

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

4 4 4

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 参加者のうち「生活習慣病予防の知識が得られた」と思う割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 95

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ‐ 95 95

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 405 414 504

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 156 172 193

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 249 242 311

人件費（理論値）②　（千円） 289 333 338

トータルコスト①＋②　（千円） 694 747 842

単位当たりコスト　（円） 173,500 186,750 210,500

目標達成率　（％） － 105 105

評価

業務フローに改善の



値）②　（千円） 330 342 347

トータルコスト①＋②　（千円） 668 585 473

単位当たりコスト　（円） 167,000 146,250 118,250

目標達成率　（％） － 109 111

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　女性のライフサイクルに応じた健康づくりの事業は重要であるので、現状を維持 　事業を通して女性のライフサイクルに合わせた健康づ
していく。										 くりの大切さについて周知することができた。
										 　課題としては事業参加者数が増えない状況にあり、方
										 向性としては働く世代が参加しやすい開催時間を検討し

ていく。（平成29年度は一部運動教室を準夜間に開催し
た）									
									
									

効率性 ４ 達成度 ４ 									
									

説明
									

　現状維持で実施できているが、参加者数減少のため事業費減額となっている。 									
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平
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0

									
	

年

									

度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100205 女性の健康づくり事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）健康増進法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (４市の実施内容・体制は違う )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民のうち主に女性を対象
対象

事業内容 女性のライフサイクルにあった健康づくりの情報提供として以下の事業を開催。

・ ・女性のための健康講座　・骨粗しょう症検診時の健康教育･個別相談　・ロコモティブシンドローム予防講演

活動手段 会および運動教室

目的 女性がライフサイクルにおける身体の変化について正しい知識を得て、自分にあった健康づくりに取り組むきっ

・ かけとなる。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 事業の開催回数 単位 回

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

4 4 4

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 参加者のうち「生活に取り入れられそうなことがあった」と思う割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 90

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ‐ 90 90

実績値 87 98 100

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 338 243 126

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 174 120 84

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 164 123 42

人件費（理論



727 43,273

目標達成率　（％） － 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　妊娠期から高齢期までの食事健康相談希望の一般市民が対象。データヘルス計画 　生活習慣の見直しを希望される方に対し、病態や食生
にも位置付け、子育て中の若い世代の方も利用してもらい、より予防的に相談でき 活上の留意点など情報提供・助言し、健康管理への支援
る体制としている。										 をしている。相談の結果、受診に繋がったり、助言を実
										 践し検査データの数値改善がみられたりしている。
										 　データヘルス計画に位置付けられた事業として、予防

的な視点で子育て世代にも実施している。
　今後、健康診査補助対象となる働く世代が利用できる
よう周知を行いたいと考えている。									

効率性 ３ 達成度 ３ 									
									

説明
									

　平成29年度は、正規職員の管理栄養士が育休であったため、嘱託職員で対応し
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務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100206 食事相談事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）健康増進法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

妊娠期から高齢期までの食事・健康相談希望の一般市民
対象

事業内容 食生活や健康に関する個別相談を管理栄養士、保健師が行う。

・

活動手段

目的 食事や健康の不安について助言を聞くことで、食生活改善や疾病予防について知り、健康維持・増進を図ること

・ ができる。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 開催回数 単位 回

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

16 11 11

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 相談者のうち「自分に合った食事や健康づくりの内容が理解できた」と思う割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ‐ 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 379 177 190

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 118 9 77

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 261 168 113

人件費（理論値）②　（千円） 330 282 286

トータルコスト①＋②　（千円） 709 459 476

単位当たりコスト　（円） 44,313 41,



（％） － 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　健康増進法に位置付けられている事業であり、様々な機会を通して希望する市民 　市民が、自身の健診結果等の経過について健康手帳に
への健康手帳配付を行っている。 記録しておくことで、自分の健康状態をよく理解するこ
										 とにつながっている。一般的な健康手帳と、女性の健康
										 手帳の二種類を発行している。
										 　平成29年度より補助対象外となる。厚労省のＨＰから

のダウンロードによる交付となった。
　健康増進法に位置付けは継続するため、高齢者などパ
ソコンを使用していない市民も多いため、一般的な健康

効率性 ５ 達成度 ３ 手帳の発行を継続していく。									
									

説明
									

　平成２９年度は在庫数で賄えたため購入せず。 									
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成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100207 健康手帳交付事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）健康増進法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

40歳以上または40歳未満の交付を希望する市民
対象

事業内容 健診・健康教育・個別相談等、市民に接する事業等を通して健康手帳を交付する。

・

活動手段

目的 各種健康診査の結果や健康相談の内容を記録し、自らの健康管理、健康づくりに活用することができる。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 健康手帳交付をしている事業回数 単位 回

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

99 69 75

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 健康手帳の活用方法を理解して交付を受けた人の割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ‐ 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 346 115 0

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 94 52 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 252 63 0

人件費（理論値）②　（千円） 49 43 43

トータルコスト①＋②　（千円） 395 158 43

単位当たりコスト　（円） 3,990 2,290 573

目標達成率　



フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　こころの健康づくり事業として講座を開催することは重要なので、対象を市民か 　平成２９年度は市職員向けに「ゲートキーパー研修」
ら関係者にして、現在の事業形態を継続実施していく。										 を開催しており、市民窓口がある部署を中心に全職員対
										 象で多くの参加者を得た。
										 　自殺対策基本法の一部改正に伴い、自殺対策計画策定

が義務付けられており、国および東京都の方針をふまえ
て、平成３０・３１年度で当該計画を策定する予定であ
る。
　策定に当たっては、本市の地域性に即した計画内容と

効率性 １ 達成度 ４ なるよう、策定スケジュールに沿って進めていく。				
					

説明
									

　市民にとって重いテーマで参加者が少ないので、今後は職員など関係者等へのゲ 									
ートキーパー講座を開催していく。 									
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0年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100208 自殺予防普及啓発事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）自殺対策基本法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (各市の実施内容、体制は違う )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民、市職員
対象

事業内容 心の健康づくりに関する講演会やゲートキーパー研修の開催およびパネル展示等

・

活動手段

目的 市民や市職員が、自殺予防につながる心の健康づくりについて知ることができる

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 講演会等の開催 単位 回

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

1 1 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 参加者のうち「心の健康づくりの理解が深まった」と思う割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 90

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ‐ 90 90

実績値 100 84 100

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 27 20 24

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 11

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 27 20 13

人件費（理論値）②　（千円） 132 120 238

トータルコスト①＋②　（千円） 159 140 262

単位当たりコスト　（円） 159,000 140,000 262,000

目標達成率　（％） － 93 111

評価

業務



円） 1,900 1,881 2,005

単位当たりコスト　（円） 4,348 3,994 4,707

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　東京都の制度に則って実施している。										 　福祉保健区市町村包括補助による全額補助により実施
										 。東京都の大気汚染に伴う気管支ぜんそく等に対する2
										 年に1度の更新手続きが必要な医療費助成である。

　受理事務について、市で行うことで市民の利便性が高
いと考える。
　平成27年4月に制度改正があり、新規対象者が全年齢
から18歳未満へと狭まった。

効率性 ２ 達成度 ３ 			
									

説明
									

　平成27年度に制度改正があり、対象者が全年齢から18歳未満へと狭まったことに 									
伴い、平成27年度以前に比べて申請件数は減少した。										 									
										 									
										 									
										 									

　平成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100209 大気汚染医療費助成受付事務
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　予防係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・大気汚染医療費助成条例（東京都）

・大気汚染に健康障害者に対する医療等の助成に関する条例（及び施行規則）（東京都）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

気管支ぜん息にり患し、都内に引き続き１年以上住所を有し、健康保険等に加入している市民
対象

（新規申請は18歳未満のみ）

事業内容 東京都で実施している大気汚染医療費助成制度の申請を東京都に代わって受理する。

・

活動手段

目的 大気汚染の影響を受けると推定される疾病にかかった者に対し医療費を助成する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 申請件数 単位 件

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

437 471 426

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,850 1,795 1,832

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 1,850 1,795 1,832

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 50 86 173

トータルコスト①＋②　（千



,161 1,230 1,315

単位当たりコスト　（円） 433 450 487

目標達成率　（％） － 96 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　薬物乱用防止推進ポスター・標語の募集から応募作品の受付、選考準備、審査、 　東京都薬物乱用防止推進協議会の啓発活動に、当東久
発表、作品返還、賞品配布迄の業務量が非常に多いが、ポスターと標語の作品応募 留米地区協議会の同調した活動を展開することと思われ
締切日を同一日としない、選考準備作業を担当のみならず係全員で取り組むなど、 る。但し、当協議会の人的規模は11名から増えず、現状
既に可能な範囲で業務フローの改善は行っている。										 以上の活動を志向するのは難しい。									
										 									
										 									

									
									

効率性 ３ 達成度 ３ 									
									

説明
									

　東京都薬物乱用防止推進東久留米

　

地区協議会と協働して

平
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成

く
。活動内容等、例年

3

通り実施しており、大

0
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務

	

事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100210 薬物乱用防止推進事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　予防係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・大麻取締法　・麻薬及び向精神薬取締法

・覚醒剤取締法　・阿片取締法　・薬事法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

■ その他 (都から地区協議会へ委託料交付 )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (都内の区市町村のほぼ全域 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

公立中学校生徒
対象

事業内容 市立中学校へ薬物乱用防止に関するポスター・標語を募集し表彰する。

・ 地区協議会指導員による啓発講演を行う。

活動手段

目的 薬物乱用は、肉体と精神へ悪影響があることを周知する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 市立中学校生徒数 単位 人

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

2,682 2,733 2,699

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 ポスター・標語応募者数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 2,400

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ‐ 2,400 2,400

実績値 2,397 2,303 2,391

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 62 74 76

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 62 74 76

人件費（理論値）②　（千円） 1,099 1,156 1,239

トータルコスト①＋②　（千円） 1



（％） － 96 97

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　狂犬病予防注射の接種率向上のために、今後とも引き続いて、通知内容の変更や 　狂犬病予防法に基づき実施している。集合注射だけで
ＨＰの充実等を行っていく必要がある。 なく、市内および近隣市の動物病院でも狂犬病予防注射
　また、集合注射の実施方法など獣医師と相談の上、より円滑に実施できるように 済票の交付を委託し、手続きしやすい環境が整っている
整えていく。										 。
										 　犬の登録及び狂犬病予防注射済票の交付手数料の歳入
										 により実施。

　狂犬病について周知し、個別通知・督促状の発送など
も行いながら、接種率の向上に努めたい。									

効率性 ３ 達成度 ３ 									
									

説明
									

　狂犬病予防法に関する事務手数料内で事業費を賄うことが出来ている。								 									
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成

								
		

3

								

0年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100211 犬の登録及び狂犬病予防接種事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　予防係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・狂犬病予防法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市内の犬
対象

事業内容 健康課で登録、再交付、転入等変更届の手続きが出来る。

・ 獣医師に注射済票等交付手続きを一部委託している。

活動手段 ４月には市内５箇所で集合注射をしている。

目的 犬の適切な管理により狂犬病の発生を防ぎ、市民の健康を守る。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 狂犬病予防接種頭数 単位 頭

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

3,922 3,836 3,725

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 狂犬病予防接種率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 77

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ‐ 77 77

実績値 76 74 75

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 2,444 2,320 2,278

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 2,444 2,320 2,278

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 854 886 949

トータルコスト①＋②　（千円） 3,298 3,206 3,227

単位当たりコスト　（円） 841 836 866

目標達成率　



,968 183,181 198,557
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 11,939 12,834 13,002

トータルコスト①＋②　（千円） 218,108 213,208 235,271

単位当たりコスト　（円） 11,241 10,358 10,747

目標達成率　（％） － 95 95

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　定期予防接種の種類が数年前と比較しても多岐にわたり、かつ複雑化している。 　集団接種（BCG）の案内配布や予防接種ごとに必要な
そのため、対象者の方へより丁寧かつ簡潔な説明・周知が必要と考える。								 時期を考慮して送付する個別通知により、接種率は高水
		 準を維持。
										 　市内のほか、近隣四市の予防接種実施医療機関及び都
										 立小児総合医療センター（府中市）での接種も可能であ

り、接種環境は整っている。
　平成28年10月からB型肝炎が定期予防接種化され、今
後も他の予防接種が定期接種化する可
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返り))
新規/継続

事務事業名 100212 予防接種事業（Ａ類疾病）
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　予防係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）予防接種法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市内に住所を有する者で、各予防接種において定められている年齢にある者
対象

事業内容 予防接種法に基づき、BCG、四種混合、三種混合、二種混合、B型肝炎、Hib、小児用肺炎球菌、

・ MR（麻しん風しん）、水痘、日本脳炎、子宮頸がんの各ワクチンを集団または個別接種で実施。

活動手段 対象者へ標準接種時期に個別通知。※子宮頸がんは、現在積極的勧奨を差し控えている。

目的 予防接種の普及促進を図り、伝染病の発生及びまん延を予防する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 接種者数 単位 人

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

19,403 20,584 21,892

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 接種率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 95

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ‐ 95 95

実績値 95 90 90

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 206,169 200,374 222,269

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 14,201 17,193 23,712

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 191



コスト①＋②　（千円） 42,621 44,111 43,616

単位当たりコスト　（円） 3,322 3,234 3,267

目標達成率　（％） － 100 94

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　予防接種法に基づき「季節性インフルエンザワクチン」、「成人性肺炎球菌ワク 　高齢者インフルエンザ予防接種は、市内及び近隣四市
チン」を対象者に個別接種をし、伝染病の発生及び蔓延の防止に努めている。 の予防接種医療機関で接種可能であり、接種環境は整っ

ている。
　成人用肺炎球菌予防接種は、今年度中に６５歳になる
方、及び５歳刻みの年齢になられる方を対象に補助する
定期接種である。
　今後とも予防接種法に基づき接種を行っていく。				
					

効率性 ３ 達成度 ３ 									
									

説明
									

　成人用肺炎球菌予防接種は、平成26年10月から定期接種化されたため、任意接種 									
をされた方の接種歴を市が把握できず、対象年齢者全員へ通知を発送し

　

ている。ま 					

平

				
た、対象年齢

成

者全員を母数に接種率

3

を割り出すことから、

0

実際の接種率は不明で

年

あ 									

度

る。								

(

		 								

事

	
									

務

	
									

事

	
									

業

	

評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100213 予防接種事業（Ｂ類疾病）
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　予防係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）予防接種法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市に住所を有する者で、各予防接種において定められている年齢にある者
対象

事業内容 ①季節性インフルエンザ予防接種:10月から翌年1月に対象者に同ワクチンの個別接種を実施。

・ ②成人用肺炎球菌予防接種:対象年齢の方に個別通知を送付。対象者に同ワクチンの個別接種を実施。

活動手段

目的 予防接種の普及促進を図り、伝染病の発生及びまん延を予防する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 接種者数 単位 人

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

12,830 13,639 13,349

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 接種率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 35

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ‐ 35 35

実績値 34 35 33

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 38,291 39,619 39,066

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 38,291 39,619 39,066

人件費（理論値）②　（千円） 4,330 4,492 4,550

トータル



費 特定財源 都 305 349 379

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 306 350 379
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 144 145 151

トータルコスト①＋②　（千円） 755 844 909

単位当たりコスト　（円） 13,017 11,405 13,773

目標達成率　（％） － 91 114

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　平成26年度から、接種前に抗体検査の受検または任意結果表による抗体価の確認 　平成25年度から市医師会と委託契約し、医師会加入医
を実施し、低抗体の方を助成対象としたことで効率化が図られた。 療機関で個別接種を実施。先天性風しん症候群の発生予
										 防に寄与している。
										 　接種に係る費用は、（都）医療保険政策区市町村包括
										 補助事業及び（市）風しん等（先天性風しん症候群対策

）接種事業により、被接種者へ一部助成。

特定財源：（都）医療保健政策区市町村包括補助
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9年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100214 先天性風しん症候群対策予防接種事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　予防係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （都）医療保険政策区市町村包括補助事業実施要綱

（市）風しん等ワクチン（先天性風しん症候群対策）接種事業実施要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市に住民登録があり、過去に風しん含有ワクチンを２回以上接種していない19歳以上の妊娠を予定又は
対象

希望する女性で、風しん抗体価が基準値（HI抗体価が16倍以下もしくはEIA価8.0未満）を下回る方

事業内容 麻しん風しん混合ワクチン又は風しん単独ワクチンの個別接種を実施。

・

活動手段

目的 妊娠中に罹患すると母体から胎児に感染し、胎児が先天性の疾患・障害等（先天性風しん症候群）を生じる恐れ

・ があるため、予防接種を行うことで免疫獲得を進め、先天性風しん症候群の発生を防止する。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 接種者数 単位 人

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

58 74 66

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 接種率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 95

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ‐ 95 95

実績値 97 86 108

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 611 699 758

国 0 0 0

上記「事業



りコスト　（円） 7,578 9,540 9,075

目標達成率　（％） － 108 95

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　新型インフルエンザ等対策を行っていくには、多項目にわたるマニュアルの整備 　法律に定められた感染症が発生した場合、速やかに消
が必要となる。防護服の必要数についてもその１つであり、今後の検討課題である 毒作業等を行う必要がある。
。										 　新型インフルエンザ等発生時の対策として、「東久留
										 米市新型インフルエンザ等対策行動計画」を基に蔓延防
										 止や予防接種に関するマニュアル等を作成し、備品等の

整備を実施する。
　感染拡大の防止、治療にあたる医療従事者等の感染を
防ぐための防護服等の備蓄をすすめていく。									

効率性 ３ 達成度 ３ 									
									

説明
									

「東久留米市新型インフルエンザ等対策行動計画」に基づき、防護服の購入を経年 									
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事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100215 感染症予防事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　予防係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 ・感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（感染症予防法）

・新型インフルエンザ等対策特別措置法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市内の感染症患者
対象

事業内容 患者が発生した場合の消毒等の契約締結。新型インフルエンザ発生時の感染防止対策。

・

活動手段

目的 感染症の予防とまん延の防止を図り、公衆衛生の向上増進を図る。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 新型インフルエンザ等対策用防護服購入数 単位 着

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

320 250 280

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 備蓄数 単位 着

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 3,500

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ‐ 3,120 3,500

実績値 3,120 3,370 3,330

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 775 673 808

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 775 673 808

人件費（理論値）②　（千円） 1,650 1,712 1,733

トータルコスト①＋②　（千円） 2,425 2,385 2,541

単位当た



21,395 8,344 8,861

単位当たりコスト　（円） 9,016 28,000 27,953

目標達成率　（％） － 118 111

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　委託化等図れる部分は既に実施しているため、これ以上の業務フロー改善は見込 　平成21年度から制度がスタート。平成23年度から「が
めない。										 ん検診推進事業」と名称が変わり、対象に大腸がん検診
										 が追加された。平成26年度から子宮頸がん、乳がんは「
										 働く世代の女性支援のためのがん検診推進事業」へと移

行し、平成27年度では事業名が「がん検診推進事業」、
「働く世代の女性支援のためのがん検診未受診者対策緊
急支援事業」、「新たなステージに入ったがん検診の総
合支援事業」へと細分化された。さらに平成28年度では

効率性 ３ 達成度 ４ 、これらの各事業が「新たなステージに入ったがん検診
の総合支援事業」に一本化された。									
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価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100216 がん検診推進事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 がん検診推進事業実施要綱（国）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

平成29年4月1日現在、【子宮頸がん検診】20歳の女性、【乳がん検診】40歳の女性
対象

事業内容 ・【子宮頸がん】問診・視診・内診・子宮頚部の細胞診の実施

・ ・【乳がん】問診・視触診・マンモグラフィ検診（乳房エックス線検査）の実施　

活動手段

目的 国のがん対策事業で受診率を50％まで引き上げる。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

2,373 298 317

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 24

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - 18 22

実績値 16 21 24

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 16,574 3,343 3,795

国 1,814 623 642

上記「事業費 特定財源 都 4,390 909 1,142

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 10,370 1,811 2,011
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 4,821 5,001 5,066

トータルコスト①＋②　（千円）



0 0

上記「事業費 特定財源 都 89 97 54

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 184 119 153
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 412 428 433

トータルコスト①＋②　（千円） 685 644 640

単位当たりコスト　（円） 475 486 537

目標達成率　（％） － 75 105

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　委託業者（医師会含む）による更なるフォローには逆にコストもかかることから 　精密検査未受診者をより少なくする必要がある。要精
、現在以上の業務フロー改善は見込めない。										 密者に対してその後精密検査を受診したかどうか郵送や
										 電話で状況を把握し、未受診の場合などは受診勧奨を行
										 い、精密検査へと繋いでいる。

　精密検査受診をより勧めることと、受診状況を正確に
把握できるようにするために、平成26年度より、まずは
大腸がん検診において一次医療機関から、精密医療機関
への
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新規/継続

事務事業名 100217 がん検診フォロー事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 がん検診予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針（国）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

がん検診の結果「要精密」と判定された市民
対象

事業内容 肺がん検診は、医療機関で受診状況を把握。大腸がん検診は、精密検査依頼書を発行し、結果を把握。子宮頸が

・ ん検診、乳がん、胃がん検診は、検診結果通知に受信結果調査を同封して、結果を把握。未把握、未受診のもの

活動手段 については、健康課で受診勧奨を行い、適切に受診できるようにする。

目的 必要な精密検査を受診できる。がんを早期に発見し、適正医療を受ける。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 がん検診の結果「要精密」と判定された者の内、フォローが必要な者の数 単位 人

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

1,442 1,325 1,191

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 要精密者受診率（精密検査受診者数／がん検診の結果「要精密」と判定された者の数） 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 58

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - 72 55

実績値 71 54 58

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 273 216 207

国 0



年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　委託化等図れる部分は既に実施しているため、これ以上の業務フロー改善は見込 　バリウムによる胃部レントゲン間接撮影。胃がん検診
めない。										 は国のがん検診指針に基づくものであり、今後も継続し
										 て実施していく必要がある。また、国の指針も改正され
										 、内視鏡検診が推奨されたことから、市内の実施体制も

踏まえ検討していく必要がある。									
									
									
									

効率性 ３ 達成度 ４ 									
									

説明
									

　胃がん検診は検診車による検診であるため、医師や検診車の出張経費等固定経費 									
が発生する。効率性を高めるため、一回の検診日に多くの受診者を確保するよう、
最少の日数設定でより多くの市民が受診することが望ましい。
　									
										
										
										

　平成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100218 胃がん検診事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 がん対策推進基本計画（国）、健康増進法（国）、がん検診実施要綱（市）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

40歳以上の市民
対象

事業内容 問診・胃部エックス線検査の実施

・

活動手段

目的 胃がんの早期発見、早期治療に結びつける。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

1,028 795 922

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 2

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - 3 2

実績値 3 2 2

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 6,039 4,745 5,394

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 1,796 1,586 1,954

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 4,243 3,159 3,440
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 907 941 953

トータルコスト①＋②　（千円） 6,946 5,686 6,347

単位当たりコスト　（円） 6,757 7,152 6,884

目標達成率　（％） － 73 110

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31



483 17,203 14,198

単位当たりコスト　（円） 8,329 7,837 7,994

目標達成率　（％） － 120 92

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　委託化等図れる部分は既に実施しているため、これ以上の業務フロー改善は見込 　平成26年度より市内医療機関が1か所増え（アルテミ
めない。										 ス・ウイメンズホスピタル）、これまでの清瀬の複十字
										 病院とあわせて2か所に検診を委託したことで、今まで
										 よりも受診しやすい環境が整った。乳がん検診は国のが

ん検診指針に基づくものであり、今後も継続して実施し
ていく必要がある。									
									
									

効率性 ３ 達成度 ３ 									
									

説明
									

　平成27年度より、新たに東京都予防医学協会の検診車を使用した検診導入により 									
、休日での受診が可能となった。このことにより受診率は上がった

　

が、世間の動向 			

平
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成
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事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100219 乳がん検診事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 がん対策推進基本計画（国）、健康増進法（国）、がん検診実施要綱（市）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

12月31日時点で奇数年齢の40歳以上の女性
対象

事業内容 問診・視触診・マンモグラフィ検診（乳房エックス線検査）の実施

・

活動手段

目的 乳がんの早期発見、早期治療に結びつける

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

2,099 2,195 1,776

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率((前年度受診者＋今年度受診者－2年連続受診者)÷今年度対象者数×100) 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 17

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - 15 18

実績値 15 18 16

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 16,266 15,941 12,919

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 4,838 5,330 8,240

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 11,428 10,611 4,679
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 1,217 1,262 1,279

トータルコスト①＋②　（千円） 17,



位当たりコスト　（円） 6,334 6,395 6,495

目標達成率　（％） － 120%以上 101

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　委託化等図れる部分は既に実施しているため、これ以上の業務フロー改善は見込 　東久留米市医師会に検診を委託している。これまで市
めない。										 内に婦人科が少ないのが課題であったが、平成26年度よ
										 り市内での委託医療機関が1か所増え（アルテミス・ウ
										 イメンズホスピタル）、受診者向上に繋がった。子宮頸

がん検診は国のがん検診指針に基づくものであり、今後
も継続して実施していく必要がある。									
									
									

効率性 ３ 達成度 ３ 									
									

説明
									

　若年層の受診率が依然として低いため、今後も個別勧奨等で受診率の向上を図る 									
必要がある。										 									
										

　

										

平

										

成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100220 子宮頸がん検診事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 がん対策推進基本計画（国）、健康増進法（国）、がん検診実施要綱（市）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

12月31日時点で奇数年齢の20歳以上の女性
対象

事業内容 問診・視診・内診・子宮頚部の細胞診の実施

・

活動手段

目的 子宮頚がんの早期発見、早期治療に結びつける。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

1,693 1,882 1,737

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率((前年度受診者＋今年度受診者－2年連続受診者)÷今年度対象者数×100) 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 12

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - 9 12

実績値 9 12 12

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 9,919 11,201 10,436

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 2,950 3,745 3,780

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 6,969 7,456 6,656
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 804 834 845

トータルコスト①＋②　（千円） 10,723 12,035 11,281

単



ある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　委託化等図れる部分は既に実施しているため、これ以上の業務フロー改善は見込 　東久留米市医師会に検診を委託。肺がん検診実施後に
めない。										 、読影会開催しており、近年パソコンによってレントゲ
										 ンフィルムを管理する医療機関が増えている。肺がん検
										 診は国のがん検診指針に基づくものであり、今後も継続

して実施していく必要がある。									
									
									
									

効率性 ３ 達成度 ３ 									
									

説明
									

　平成27年度より、読影会時期の見直しにより、結果送付をこれまでよりも若干早 									
期化したことで、受診者の利便性の向上を図ることができた。										
										
										
										

　平成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100221 肺がん検診事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 がん対策推進基本計画（国）、健康増進法（国）、がん検診実施要綱（市）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

40歳以上の市民
対象

事業内容 問診・胸部Ｘ線検査（全員）、喀痰細胞診検査（医師が必要と認めた者のみ）の実施

・

活動手段

目的 肺がんの早期発見、早期治療に結びつける。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

455 477 468

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 1

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - 1 1

実績値 1 1 1

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 3,158 3,329 3,029

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 939 1,113 1,097

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 2,219 2,216 1,932
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 866 898 910

トータルコスト①＋②　（千円） 4,024 4,227 3,939

単位当たりコスト　（円） 8,844 8,862 8,417

目標達成率　（％） － 91 91

評価

業務フローに改善の余地が



る □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　委託化等図れる部分は既に実施しているため、これ以上の業務フロー改善は見込 　東久留米市師会に検診を委託している。便潜血検査（
めない。										 二日法）で実施。毎年、がん発見率の高い検診である。
										 受診率の向上を図るため、24年度から特定健康診査・後
										 期高齢者健診等の健診と同時実施したことにより受診率

が増加した。大腸がん検診は国のがん検診指針に基づく
ものであり、今後も継続して実施していく必要がある。
 									
									

効率性 ３ 達成度 ３ 									
									

説明
									

　特定健診等と同時実施により簡単に出来る検査ということもあり、今後も継続し 									
て取り組む必要がある。特定健診等とともに、引き続き受診率の向上を図っていき 									
たい。										 									
										
										
										

　平成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100222 大腸がん検診事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 がん対策推進基本計画（国）、健康増進法（国）、がん検診実施要綱（市）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

40歳以上の市民
対象

事業内容 便潜血検査（2日法）の実施

・

活動手段

目的 大腸がんの早期発見、早期治療に結びつける。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

13,919 13,840 13,390

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 31

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - 33 32

実績値 32 32 31

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 8,089 8,301 8,045

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 2,406 2,775 2,914

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 5,683 5,526 5,131
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 404 419 425

トータルコスト①＋②　（千円） 8,493 8,720 8,470

単位当たりコスト　（円） 610 630 633

目標達成率　（％） － 96 95

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地があ



ト　（円） 11,461 12,360 11,307

目標達成率　（％） － 87 105

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　委託化等図れる部分は既に実施しているため、これ以上の業務フロー改善は見込 　40歳と41歳以上で未受診の者に対して肝炎ウイルス検
めない。										 診受診券を発行し、6～10月に市内指定医療機関にて個
										 別健診実施。
										 　検査を受ける方は、主に特定健診・後期高齢者健診の

対象者であり、被用者保険等の市民の方に未受診者が多
い。
　国民の安心を守る肝炎対策強化推進事業により、肝炎
ウイルス検診へ個別勧奨メニューを実施するよう求めら

効率性 ３ 達成度 ３ れており、当市では平成25年度から40歳のみ実施。				
					

説明
									

　平成27年度より、自己負担金を完全無料化し、より受診しやすい環境を整えた。 									
肝炎ウイルス検診は40歳以上で生涯に一度のみ受診可能であり、40歳に

　

は受診券を 					
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価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100223 肝炎ウイルス検診事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 健康増進法（国）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

40歳以上の市民で、過去に肝炎ウィルス検診を受けたことのない者
対象

事業内容 特定健診・後期高齢者健診、無保険者健診と同時実施（40歳以上は、過去に肝炎ウィルス検診を受けたことのな

・ い者）、被用者保険等の加入者

活動手段

目的 肝炎ウイルス感染を早期に発見し、早期治療に結びつける。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 40歳の受診者数 単位 人

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

330 289 290

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 19

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - 20 18

実績値 18 17 18

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 2,545 2,289 1,979

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 1,540 1,435 1,027

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 1,005 854 952
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 1,237 1,283 1,300

トータルコスト①＋②　（千円） 3,782 3,572 3,279

単位当たりコス



4,634

単位当たりコスト　（円） 3,016 3,012 3,131

目標達成率　（％） － 99 98

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　委託化等図れる部分は既に実施しているため、これ以上の業務フロー改善は見込 　結核の早期発見・早期治療を目的に、65歳以上の市民
めない。										 に対しては、1年に1回胸部レントゲン検査実施が義務づ
										 けられているため、事業継続が必要。6～10月に市内指
										 定医療機関で個別健診実施。特定健診・後期高齢者健診

対象者は同時実施できるため受診者が多く効率的である
。									
									
									

効率性 ３ 達成度 ３ 									
									

説明
									

　年齢層の比較的高い、65歳以上の国民健康保険加入者、後期高齢者は全年齢で受 									
診可能であるため、健診自体の受診率に左右されるものの、今後も受診者の増加が 									
見

　

込まれる。					
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年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100224 特定健康診査に伴う追加項目健診事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 感染症予防法（国）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

節目年齢（40・45・50・55・60歳）・65歳以上の東久留米市国民健康保険加入者、後期高齢者医療被保険者
対象

事業内容 市内指定医療機関にて個別健診・特定健診時に胸部レントゲンを実施。

・

活動手段

目的 病気の早期発見、治療を行う（胸部疾患）。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

14,339 14,374 14,254

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 50

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - 50 50

実績値 50 50 49

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 41,641 41,623 42,944

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 12,386 13,916 15,553

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 29,255 27,707 27,391
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 1,608 1,668 1,690

トータルコスト①＋②　（千円） 43,249 43,291 4



ある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　委託化等図れる部分は既に実施しているため、これ以上の業務フロー改善は見込 　わくわく健康プラザにて検診車を用いて実施している
めない。										 。当日に結果を渡すことでコストを削減。受診後、検診
										 結果が出るまでの間に、栄養士、保健師の健康教育を実
										 施。要精密検査と判定された方へは、更に栄養士、保健

師による個別相談を行っている。受診率は低いが、若い
うちから受診してもらうことで、健康意識が高まるため
、継続が必要である。しかしながら、20歳から受診可能
にもかかわらず、若年層の受診率が低く、特に同年代の

効率性 ３ 達成度 ２ 受診率向上が課題である。									
									

説明
									

　健康増進事業補助金対象となり、平成28年度から一般財源の支出分の削減につな 									
がった。また、同年度より、これまでの往復はがきから官製はがきによる申し込み 									
に変更し

　

、市民の利便性向上に

平

努めた。今後とも引き

成

続き受診者数の拡大に
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いく必要があると
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評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100225 骨粗しょう症検診事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 健康増進法（国） 骨粗しょう症検診実施要綱（市）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

20、25、30、35、40、45、50、55、60、65歳の女性
対象

事業内容 12月に広報で募集。はがきで申し込み、わくわく健康プラザにて問診、骨密度測定。結果を医師が判定し、当日

・ 渡す。

活動手段

目的 早期発見と骨粗しょう症の予防

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

69 56 61

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 1

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - 1 1

実績値 1 1 1

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 160 141 148

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 49 132 136

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 111 9 12
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 429 445 451

トータルコスト①＋②　（千円） 589 586 599

単位当たりコスト　（円） 8,536 10,464 9,820

目標達成率　（％） － 73 80

評価

業務フローに改善の余地が



654 17,225

目標達成率　（％） － 120%以上 89

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　委託化等図れる部分は既に実施しているため、これ以上の業務フロー改善は見込 　受診に関する案内を対象者全員に個別通知を行ってい
めない。										 る。誕生月毎に健診実施月を分け、6～10月に市内指定
										 医療機関にて個別健診実施。特定健診に準ずる健診項目
										 を実施し、健診費用は無料。生活習慣病予防・病気の早

期発見・早期治療のために1年に１回の健診機会の提供
は今後も必要と考える。									
									
									

効率性 ３ 達成度 ２ 									
									

説明
									

　国保加入者の特定健診と同様、今後も継続して実施していく予定。引き続き、受 									
診率の向上に努めていく必要があると考える。										 									
										
									

　

	
									

平

	

成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100226 無保険者健康診査事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 健康増進法（国）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

40歳以上の生活保護受給者及び中国残留邦人
対象

事業内容 ・対象者には個別通知

・ ・市内指定医療機関にて個別健診実施（問診、身体計測、診察、血圧、血液検査（血糖、脂質、肝機能）、尿検

活動手段 　査、貧血、心電図（一部））

目的 病気の早期発見、治療を行う。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

465 477 511

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 35

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - 27 35

実績値 27 35 31

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 5,470 6,395 6,267

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 3,531 4,021 3,916

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 1,939 2,374 2,351
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 2,413 2,503 2,535

トータルコスト①＋②　（千円） 7,883 8,898 8,802

単位当たりコスト　（円） 16,953 18,



総合評価（課題・方向性）
　委託化等図れる部分は既に実施しているため、これ以上の業務フロー改善は見込 　東久留米市歯科医師会に委託。歯と歯ぐきの診断をし
めない。										 、予防のための検診を実施。個別勧奨を工夫し受診率を
										 上げる必要がある。
										 　平成28年度より地域保健・健康増進事業報告にて必要

となったことから、要精密検査者の精密検査結果把握も
実施している。									
									
									

効率性 ３ 達成度 ３ 									
									

説明
									

　平成27年度より、これまでに加え新たに75歳も対象とした。一方で、高齢世代で 									
は既に何らかの治療等で継続受診している場合も多いため、若年層の未治療者へ検 									
診受診を促せるようにしていきたいと考えている。										
										
										
										

　平成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100227 成人歯科健診事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 健康増進法（国） 成人歯科検診実施要綱（市）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市民40～75歳の節目(5歳刻み)男女
対象

事業内容 問診：歯と歯ぐきの診断

・

活動手段

目的 市民の歯と歯ぐきの健康のため

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

760 876 872

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 7

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - 7 7

実績値 6 7 7

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 6,523 7,498 7,528

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 2,548 2,947 2,841

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 3,975 4,551 4,687
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 404 419 425

トータルコスト①＋②　（千円） 6,927 7,917 7,953

単位当たりコスト　（円） 9,114 9,038 9,120

目標達成率　（％） － 109 93

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明



他 5,999 5,671 6,753

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 5,237 5,433 5,504

トータルコスト①＋②　（千円） 14,270 13,998 14,905

単位当たりコスト　（円） 104,161 116,650 98,709

目標達成率　（％） － 73 120%以上

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　委託化等図れる部分は既に実施しているため、これ以上の業務フロー改善は見込 　ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙで特定保健指導委託業者を選定し、医師会
めない。										 含め2者に委託。積極的支援は一部直営。利用者負担無
										 。生活習慣病予防の特定保健指導実施は保険者に義務づ
										 けられている。

　保健指導の充実に向け、未利用者に対する利用勧奨実
施、休日・夜間利用を可能としているが、保健指導実施
率は下降傾向にあり、この点が大きな課題として捉えて
いる。									
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新規/継続

事務事業名 100228 特定保健指導事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 高齢者の医療の確保に関する法律（国）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

特定健診の結果メタボリックシンドロームのリスクが高く、動機づけ支援または積極的支援対象者と判定された
対象

40～74歳の東久留米市国民健康保険加入者

事業内容 対象者には個別通知。メタボリックシンドロームのリスクにより、動機づけ支援または積極的支援に分かれ、生

・ 活習慣改善のための指導を6か月間実施。直営と2社に委託して実施。

活動手段

目的 メタボリックシンドロームや予備軍を選び出し、生活習慣改善のための指導を行い、生活習慣病を予防する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 特定保健指導利用者数 単位 人

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

137 120 151

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 特定保健指導実施率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 15

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - 15 11

実績値 12 11 14

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 9,033 8,565 9,401

国 1,517 1,447 1,324

上記「事業費 特定財源 都 1,517 1,447 1,324

（実績額）」に その



9 5,839 5,916

トータルコスト①＋②　（千円） 144,899 145,161 138,984

単位当たりコスト　（円） 12,439 12,937 13,457

目標達成率　（％） － 95 98

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　委託化等図れる部分は既に実施しているため、これ以上の業務フロー改善は見込 　市内指定医療機関にて健診実施。対象者全員に受診券
めない。										 等を郵送。誕生月毎に健診実施月を分け、6～10月に市
										 内指定医療機関にて個別健診実施。自己負担金無。生活
										 習慣病予防のための特定健診実施は保険者に義務づけら

れている。
　若い世代の受診率が低いことから、平成25年度より40
代へ受診再勧奨ハガキを個別通知している。
　今後はより効果的な年代を分析し勧奨することで、受

効率性 ３ 達成度 ３ 診率の引き上げを図っていく。									
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(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100229 特定健康診査事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 高齢者の医療の確保に関する法律（国）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

40～74歳の東久留米市国民健康保険加入者
対象

事業内容 メタボリックシンドローム予防のための健診として、対象者には個別通知をし市内指定医療機関にて個別健診実

・ 施。健診内容は高齢者医療確保法に基づき実施。

活動手段

目的 メタボリックシンドロームや予備軍を早期に発見し生活習慣病を予防する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

11,649 11,221 10,328

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 51

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - 53 51

実績値 50 50 49

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 139,270 139,322 133,068

国 23,395 22,619 18,908

上記「事業費 特定財源 都 23,395 22,619 18,908

（実績額）」に その他 92,480 94,084 95,252

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 5,62



5 11,815

目標達成率　（％） － 99 97

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　委託化等図れる部分は既に実施しているため、これ以上の業務フロー改善は見込 　東京都後期高齢者広域連合より委託を受け、市内指定
めない。										 医療機関にて健診実施。対象者全員に受診券等を郵送。
										 誕生月毎に健診実施月を分け、6～10月に市内指定医療
										 機関にて個別健診実施。東京都後期高齢者広域連合の定

めにより、自己負担金は500円。
　市内医療機関の協力もあり、受診率は毎年少しずつ上
昇し、高い受診率を維持している。
　病気の早期発見・早期治療のために、今後も継続実施

効率性 ３ 達成度 ３ が必要である。									
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評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 100230 後期高齢者健康診査事業
継続

政　策　名 04 健康で幸せにすごせるまち

施　策　名 10 健やかな生活を支える保健医療の推進

基本事業名 02 健康づくりの推進

所管課係名 健康課　特定健診係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 高齢者の医療の確保に関する法律（国）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

後期高齢者医療被保険者（75歳以上の方、65歳以上で一定の障害がある方）
対象

事業内容 対象者には個別通知。市内指定医療機関にて個別健診実施。

・

活動手段

目的 病気の早期発見、治療を行う。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 受診者数 単位 人

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

8,068 8,422 8,787

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 受診率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 58

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 - 59 58

実績値 58 58 56

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 86,586 91,729 97,906

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 49,140 51,265 54,031

係る財源 特定財源に伴う一般財源 37,446 40,464 43,875
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 5,629 5,839 5,916

トータルコスト①＋②　（千円） 92,215 97,568 103,822

単位当たりコスト　（円） 11,430 11,58


